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資格の大原 本文中無断転載禁 

本試験模範解答 所 得 税 法 〔第一問〕 問１(25点) 〔１〕原 則（措法25の2①②）   内 容(8点) 青色申告者のその年分（〔２〕の適用を受ける年分を除く。）の不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額は、次に掲げる金額のうちいずれか低い金額を控除した金額とする。 ① 10万円 ② 不動産所得の金額、事業所得（注） の金額又は山林所得の金額の合計額（この規定の適用前） （注） 社会保険診療報酬の所得計算の特例の規定の適用がある場合には、社会保険診療につき支払を受けるべき金額に対応する部分の金額を除く。〔２〕において同じ。   控除順序(2点)  の控除額は、不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額から順次控除する。 〔２〕特 例（措法25の2③④⑤⑥）   内 容(8点) 青色申告者で不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営むもの（小規模事業者の現金基準の規定の適用を受ける者を除く。）が、その事業につき帳簿書類を備え付けてこれにその年分の不動産所得の金額又は事業所得の金額に係る取引を記録している場合（これらの所得の金額に係る一切の取引の内容を詳細に記録している場合として一定の場合に限る。）には、その年分の不動産所得の金額又は事業所得の金額は、次に掲げる金額のうちいずれか低い金額を控除した金額とする。 ① 55万円（電子帳簿保存又は電子申告を行う場合には65万円） ② 不動産所得の金額又は事業所得の金額の合計額（この規定の適用前）   控除順序(2点)  の控除額は、不動産所得の金額又は事業所得の金額から順次控除する。   申告要件(2点)  の規定は、確定申告書に一定の事項の記載並びに貸借対照表、損益計算書その他不動産所得の金額又は事業所得の金額の計算に関する明細書の添付があり、かつ、確定申告書をその提出期限までに提出した場合に限り適用する。   電子帳簿保存の承認申請（電子帳簿保存法6①）(3点) 電子帳簿保存を行おうとする者は、原則として帳簿の備付けを開始する日の3月前までに、一定の事項を記載した申請書に一定の書類を添付して、これを所轄税務署長等に提出しなければならない。         
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資格の大原 本文中無断転載禁 

問２(25点) （１） 〔１〕概 要(5点) 個人事業者が昨年よりも売上が減少したことに伴い支給を受ける持続化給付金は、売上を補填するものであるため、事業所得として課税される。 〔２〕事業所得の意義（法27①、令63）(2点) 事業所得とは、事業から生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう。 （注） 事業とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その他の事業（不動産貸付業等を除く。）をいう。  （２） 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として支給を受ける特別定額給付金は、非課税となる。(3点)  （３） 〔１〕概 要(5点) ＧｏＴｏイベント事業により支給を受ける給付金は、消費者個人の利益であり、また、対価性のない一時的な所得であるため一時所得として課税される。 〔２〕一時所得の意義（法34①）(2点) 一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で、労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう。  （４） ベビーシッターを利用する者が毎月支給を受けるベビーシッター助成金は、非課税となる。(3点)  （５） 〔１〕概 要(3点) 個人事業者が事業用機械の購入費用に充てるために支給を受ける補助金は、対価課税の原則により一時所得の総収入金額に算入され原則として課税されるが、その支給の目的に適合した事業用機械を取得した場合には、総収入金額に算入されないこととなり非課税となる。 〔２〕国庫補助金等（法42①）(2点) 居住者が固定資産の取得等に充てるための国庫補助金等の交付を受けた場合において、その交付の目的に適合した固定資産の取得等をしたときは、原則としてその取得等に充てた部分の金額はその者の各種所得の金額の計算上、総収入金額に算入しない。   
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Ｚ－71－Ｃ 〔第二問〕 答 案 用 紙 

    資格の大原 本文中無断転載禁 

（所得税法） 問1（40点）                                                       （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程 Ⅰ各種所得の金額の 計算 利子所得 (源泉分離)   0 (2,000)    預金利息 2,000(源分) ① 不動産所得   295,295 1 国内の不動産所得 (1) 総収入金額(29,088,000)  ① 家賃収入    28,400,000－560,000－(450,000－200,000)－1,500,000   ＋100,000×12月－2,700,000＋2,800,000＝27,390,000 ②  ② 雑収入    5,000,000－1,800,000－2,000－1,500,000＝1,698,000           ① (2) 必要経費(28,032,705)  ① 租税公課    3,756,000－20,000－15,000－3,234,000＝487,000  ② 印紙税 20,000 ①  ①  ③ 固定資産税 3,234,000  ④ その他諸経費    18,244,000－800,000－10,000,000－300,000－100,000                       ＝7,044,000  ⑤ 原状回復費用 800,000 ①  ⑥ 塗装工事費用 10,000,000 ①  ⑦ 弁護士報酬 300,000 ①  ⑧ 減価償却費  (イ) 建物 300,000,000×0.9×0.022＝5,940,000 ①  (ロ) 附属設備    9,200,000×0.9×0.066＝546,480     638,480－9,200,000×5％＝178,480      ＞  ∴178,480 ①  (ハ) 器具備品 300,000×0.167× 712＝29,225 ①  (ニ) (イ)～(ハ)の計＝6,147,705 (3) (1)－(2)＝1,055,295 3



                                                             資格の大原 本文中無断転載禁 

（所得税法）                                    （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程   2 米国の不動産所得 (1) 総収入金額  25,000ドル×105＝2,625,000 ① (2) 必要経費(12,460,000)  ① 諸経費 27,000ドル×105＝2,835,000 ①  ② 減価償却費     77,000（注 1）,000×0.250（注 2）× 612＝9,625,000 ① (注 1) 700,000ドル×110＝77,000,000 (注 2) 22年×20％＝4.4年→4年(0.250) (3) 生じなかったものとみなす金額 12,460,000－2,625,000＝9,835,000≧9,625,000 ∴9,625,000 ① (4) (1)－(2)＋(3)＝△210,000 3 1＋2＝845,295 4 青色申告特別控除額 3＞550,000 ∴550,000 ① 5 3－4＝295,295 給与所得 ② 7,250,000 (1) 収入金額 9,100,000＋96,937＋3,063＝9,200,000 (2) 給与所得控除額 9,200,000＞8,500,000 ∴1,950,000 (3) (1)－(2)＝7,250,000 退職所得 ① 5,400,000 (1) 収入金額 14,000,000 (2) 退職所得控除額    H26.4.1～R3.11.1…7年7月1日→8年   400,000×8年＝3,200,000 ①  (3) ｛(1)－(2)｝×12＝5,400,000 譲渡所得 分離短期 分離長期  57,157,400 84,390,000 譲渡損益 分離短期（米国住宅等）  930,000ドル×106－(100,000ドル×110＋2 7（注）,242,600 ＋30,000ドル×106)＝57,157,400 ②      4



                                                             資格の大原 本文中無断転載禁 

（所得税法）                                    （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程    （注）(イ) H28.3.15～H30.9.30の減価の額       77,000,000×0.9×0.031A ×3B年＝6,444,900      A 22年×1.5＝33年(0.031)       B H28.3.15～H30.9.30…2年6月以上→3年  (ロ) H30減価償却費       77,000,000×0.250× 312＝4,812,500    (ハ) R元・R2減価償却費       77,000,000×0.250×2年＝38,500,000  (ニ) 本年年初未償却残額       77,000,000－(イ)－(ロ)－(ハ)＝27,242,600 ① 分離長期（相続住宅等）  102,000（注 1）,000－(5,100（注 2）,000＋6,018（注 3）,750＋6,491（注 4）,250)                      ＝84,390,000 (注 1) 153,000,000×23＝102,000,000 (注 2) 300,000＜102,000,000×5％＝5,100,000  ∴5,100,000 ① (注 3) 10,700,000×45,000,00080,000,000＝6,018,750 ① (注 4)  ① 家屋の取得価額      13,000,000＋30,000,000＋250,000＝43,250,000 ② 家屋の減価の額           43,250,000×0.9×0.031A ×43B 年＝51,887,025      A 22年×1.5＝33年(0.031)       B S53.5.28～R3.5…43年     ③ 51,887,025＞43,250,000×95％＝41,087,500                     ∴ 41,087,500         ④ 取壊し直前の家屋の取得費相当額       ①－③＝2,162,500     ⑤ 譲渡費用       2,162,500×12＋4,000,000×12＋5,115,000×23 ＝6,491,250 ① 
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                                                             資格の大原 本文中無断転載禁 

一時所得   ① 300,000 (1) 総収入金額 1,500,000 (2) その収入を得るために支出した金額 700,000 (3) 特別控除額 (1)－(2)＞500,000 ∴500,000 (4) (1)－(2)－(3)＝300,000 雑所得   ① 210,000 為替差益 70,000ドル×(109－106)＝210,000  Ⅱ 課税標準額の計算 総所得金額 短期譲渡所得の金額 長期譲渡所得の金額 退職所得金額 
 7,835,295 57,157,400 84,390,000 5,400,000 

(1) 所得金額調整控除  ① ( 9（注）,200,000－8,500,000)×10％＝70,000   (注) 9,200,000≦10,000,000 ∴9,200,000  ② 7,250,000－70,000＝7,180,000           ① (2) 295,295＋7,180,000＋210,000＋300,000×12＝7,835,295  
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                                                             資格の大原 本文中無断転載禁 

（所得税法）                                        （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程 Ⅲ 所得控除額の計算  医療費控除   
  ① 200,000  300,000＋(500,000－500（注 1）,000)－100（注 2）,000＝200,000 (注 1) 500,000＜700,000× 500,000500,000＋150,000＝538,461  ∴ 500,000 (注 2) 7,835,295＋57,157,400＋84,390,000＋5,400,000 ＝154,782,695 154,782,695×5％＞100,000 ∴100,000 社会保険料控除  ① 1,068,497 896,497＋140,000＋32,000＝1,068,497  小規模企業共済等掛金控除 ① 910,000   生命保険料控除  ② 111,000 (1) 一般分 234,000＞100,000 ∴50,000 (2) 介護分 2,000＋20,000＝22,000 22,000×12＋10,000＝21,000 (3) 個人分  ① 新契約 60,000×14＋20,000＝35,000  ② 旧契約 30,000×12＋12,500＝27,500  ③ ①＋②＝62,500＞40,000 ∴40,000 (4) (1)＋(2)＋(3)＝111,000 障害者控除   ① 750,000   配偶者控除   0 154,782,695＞10,000,000 ∴適用なし   
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                                                             資格の大原 本文中無断転載禁 

（所得税法）                                  （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程 扶養控除 ① 580,000 甲の母 兄の扶養親族としているため適用なし 妻の父 1,480,000－1,100,000≦480,000 ∴480,000 （注）上場株式の配当金は申告不要 基礎控除 ① 0 154,782,695＞25,000,000 ∴適用なし   合計 3,619,497  Ⅳ 課税所得金額の計算 課税総所得金額 課税短期譲渡所得金額 課税長期譲渡所得金額 課税退職所得金額 
 4,215,000 27,157,000 84,390,000 5,400,000 

 7,835,295－3,619,497＝4,215,000（千円未満切捨） 57,157,400－30,000,000＝27,157,000（  〃  ） （  〃  ） ① （  〃  ）                    
8



                                                             資格の大原 本文中無断転載禁 

（所得税法）                                       （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程 Ⅴ 税額の計算 21,300,500 (1) 算出税額  ① 課税総所得金額に対する税額    4,215,000×20％－427,500＝415,500 ② 課税短期譲渡所得金額に対する税額    27,157,000×30％＝8,147,100 ③ 課税長期譲渡所得金額に対する税額    84,390,000×15％＝12,658,500 ④ 課税退職所得金額に対する税額    5,400,000×20％－427,500＝652,500  ⑤ ①～④の計＝21,873,600 (2) 復興特別所得税額     21,873,600×2.1％＝459,345 (3) 所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額   666,202＋363,100＋3,063＝1,032,365 ① (4) 所得税及び復興特別所得税の申告納税額   (1)＋(2)－(3)＝21,300,500（百円未満切捨）               
9
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（所得税法） 問2（10点） 乙の譲渡所得の金額                                   （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程 譲渡所得 総合長期    ① 2,957,526 譲渡損益 総合長期（配偶者居住権及び敷地利用権）  28,000,000－(13,888,935＋10,653,539)＝3,457,526 特別控除  3,457,526－500,000＝2,957,526   取得費（平成 23年取得分）※配偶者居住権の取得費 (1) 配偶者居住権設定時までの建物の減価の額  33,000,000×0.9×0.015A ×9B年＝4,009,500   A 47年×1.5＝70.5年→70年(0.015)  B H23.2～R2.7.20…9年6月未満→9年 (2) 配偶者居住権設定時の建物の取得費    33,000,000－(1)＝28,990,500 ① (3) 配偶者居住権設定時の価額    (2)× 5,000,0005,000,000＋5,000,000＋25,000＝14,520,250 (4) 取得費の計算上控除する金額  (3)× 1年23年＝631,315 (5) (3)－(4)＝13,888,935 ①   取得費（昭和 54年取得分）※敷地利用権の取得費 (1) 中古住宅及び土地の取得対価   30,000,000 (2) 中古住宅の取得費 ① 74,100×120㎡＝8,892,000 ② 8,892,000×0.9×0.031A ×1B年＝248,086    A 22年×1.5＝33年(0.031)   B S52.10～S54.2…1年6月未満→1年 ③ ①－②＝8,643,914 (3) 中古住宅の土地の取得価額    (1)－(2)＝21,356,086 ① (4) 付随費用を含めた土地の取得価額 21,356,086＋(500,000＋300,000)×21,356,08630,000,000＝21,925,581 ① 10
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(5) 敷地利用権の設定時の価額    (4)× 35,000,00035,000,000＋35,000,000＋175,000＝11,137,790 (6) 取得費の計算上控除する金額    (5)× 1年23年＝484,251 (7) (5)－(6)＝10,653,539 ① （所得税法） 丙の譲渡所得の金額                                                                （単位：円） 区    分 金 額 計  算  過  程 譲渡所得       分離長期  ① 40,285,105 譲渡損益 分離長期（居住用財産） 99,000,000－(25,934,853＋29,447,042＋3,333,000) ＝40,285,105             ①     取得費（平成 23年取得分）※住宅の取得費 (1) 建物の減価の額 33,000,000＋2,000,000＋25,000＝35,025,000 35,025,000×0.9×0.015A ×11B 年＝5,201,212    A 47年×1.5＝70.5年→70年(0.015)  B H23.2～R3.12.2…10年 6月以上→11年 (2) 配偶者居住権が消滅した後の減価の額 10,000,000×0.9×0.015A ×0B年＝0  A 47年×1.5＝70.5年→70年(0.015)  B R3.11.15～R3.12.2…6月未満→0年 (3) 35,025,000－(1)－13,888,935＋10,000,000－(2)                     ＝25,934,853 ①   取得費（昭和 54年取得分）※敷地の取得費 ・敷地の取得費  (21,925,581＋175,000－10,653,539)＋18,000,000 ＝29,447,042 ①   
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□合格ラインの読み□ 理論問題は、個別理論の問題と時事問題がそれぞれ出題されました。 計算問題は、総合問題 2 題の出題であり、問１が不動産所得及び譲渡所得を中心とした問題、問２は譲渡所得を中心とした問題でした。 ボリュームは非常に多く、問題の設定を落ち着いて読み取り、的確に処理できたかどうかがポイントとなります。難易度の高い項目や解答上判断に迷う項目が多くあったため、学習した基本項目をミスすることなく確実に得点できたかどうかが重要なポイントであったと言えます。 全体としては、理論のボリュームはやや少なく、計算に使える時間をある程度確保することができたため、基本項目を確実に得点できたかどうかが重要なポイントであったと言えます。 〔第一問〕 理論問題の問 1 は、青色申告特別控除の個別理論でした。基本論点であり、それほど時間のかからない問題ですので、高得点を狙いたいところです。 理論問題の問 2 は、新型コロナウィルスに関連する給付金等に関して、課税又は非課税の判定、課税される場合の所得区分及びその理由の問題でした。難易度は高めではありますが、いくつかの項目は直前期に学習したことから、得点できる箇所に漏れがないかどうかがポイントです。 理論問題全体としては、ボリュームはやや少ない問題であり、個別理論の暗記で解答可能な箇所及び直前期の学習を思い出して、精度高く確実に解答する必要がありました。 〔第二問〕 問 1 は、不動産所得及び譲渡所得を中心とした者の納付すべき税額までを計算する総合問題でした。退職所得の取扱い、国外中古建物の取扱い、空き家の譲渡所得の取扱い、所得金額調整控除、所得控除を中心に問う問題でした。しかし、これらの項目のうち国外中古建物の譲渡に関する処理、空き家の譲渡に関する処理については難易度が非常に高い項目であったため、正答することが特に難しかったと言えます。 従って、必要経費に関する基本項目や所得控除に関する基本項目については、確実に点数を取りたいところです。 問 2 は、近年の改正項目である配偶者居住権について問われた問題でした。問題の設定を把握することが困難であり、かつ、非常に難易度が高い問題であったため、正答することができなくても合否に影響はないものと思われます。  以上を踏まえるとボーダーラインは理論 38 点、計算 24 点、合計 62 点前後になると思われ、合格確実ラインは合計72点以上になると思われます。 
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